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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　工具把持部（２）と往復動及び旋回動を行なうアクチュエータ（３）とを備え、該往復
動及び旋回動を行なうアクチュエータ（３）が、直線運動を発生するための第１直接駆動
装置（４）および回転運動を発生するための第２直接駆動装置（５）により駆動可能な工
具交換装置（１）であって、
　前記第１直接駆動装置（４）および第２直接駆動装置（５）が、往復動及び旋回動を行
なうアクチュエータ（３）として用いられる共通ロータを有し、
　前記アクチュエータ（３）が、空気圧シリンダあるいは液圧シリンダ（１６）のピスト
ンとして形成され、
　さらに、前記アクチュエータ（３）が、円周方向並びに軸方向に一様に分布された歯（
６）と溝（７）とを備えたリラクタンスプロフィル（磁気抵抗パターン）を有し、
　前記磁気抵抗パターンの溝（７）の中に非磁性材料を、前記ピストンとしてのアクチュ
エータ（３）の外周面が平滑な表面となるように配設することによって、前記ピストンと
してのアクチュエータ（３）が前記空気圧シリンダあるいは液圧シリンダで密封可能に支
持されることを特徴とする工具交換装置。
【請求項２】
　往復動及び旋回動を行なうアクチュエータ（３）が円筒状に中空軸の形態に形成されて
いることを特徴とする請求項１に記載の工具交換装置。
【請求項３】
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　第１直接駆動装置（４）が第１固定子構成要素（８）を有し、第２直接駆動装置（５）
が第２固定子構成要素（９）を有し、その両固定子構成要素（８、９）が固定子ユニット
（１０）を形成していることを特徴とする請求項１又は２に記載の工具交換装置。
【請求項４】
　固定子ユニット（１０）が機械架台（１２）に固く結合されていることを特徴とする請
求項３に記載の工具交換装置。
【請求項５】
　往復動及び旋回動を行なうアクチュエータ（３）が、固定子ユニット（１０）に対する
ガイドとして用いられ、そのガイドがすべりガイドあるいは玉軸受を備えるガイドとして
形成されていることを特徴とする請求項３又は４に記載の工具交換装置。
【請求項６】
　各固定子構成要素（８、９）が、単相巻線あるいは多相巻線および永久磁石を有してい
ることを特徴とする請求項３に記載の工具交換装置。
【請求項７】
　第１固定子構成要素（８）の巻線が、ソレノイドを有していることを特徴とする請求項
６に記載の工具交換装置。
【請求項８】
　往復動及び旋回動を行なうアクチュエータ（３）が、工具把持部又は工具の運転に対す
る空気圧あるいは液圧供給管に対するブッシングとして用いられることを特徴とする請求
項２ないし７のいずれか１つに記載の工具交換装置。
【請求項９】
　他の第１固定子構成要素（８）および第２固定子構成要素（９）が配置され、複数の固
定子構成要素（８、９）の並列接続によって、直接駆動装置の発生トルクが調整できるこ
とを特徴とする請求項１ないし８のいずれか１つに記載の工具交換装置。
【請求項１０】
　前記空気圧シリンダあるいは液圧シリンダ（１６）の圧力室がアキュムレータ（２０）
に直接接続されていることを特徴とする請求項１ないし９のいずれか１つに記載の工具交
換装置。
                                                                                
              
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、工具把持部と往復動及び旋回動を行なうアクチュエータ（以下、往復動・旋
回動アクチュエータという。）とを備え、この往復動・旋回動アクチュエータが、直線運
動を発生するための第１直接駆動装置および回転運動を発生するための第２直接駆動装置
により駆動される工具交換装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　工具交換機とも呼ばれる工具交換装置は、マシニングセンター、工作機械あるいは生産
機械において工具を交換するために利用される。工具交換装置は、工具あるいは測定探子
や把持部や測定ピンのようなプロセス上の補助手段を自動交換するための機械装置であり
、その工具は、工具マガジンから作業スピンドルなどに、あるいはその逆に入れ替えられ
る。その交換過程は例えばシングル把持部あるいはダブル把持部によって行われ、工具交
換時間は、作業センターの作業時間に直接影響を与える。
【０００３】
　工具交換は主に往復運動と旋回運動の組合せを介して行われる。副次的時間特に工具交
換時間を短くするために、工具交換機に対して、小さな慣性質量のダイナミックで頑丈な
位置決め駆動装置が必要とされる。
【０００４】
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　工具交換機を別個の（電気式、空気圧式、液圧式）駆動機あるいはリンクを介してカム
によって駆動することが知られている。しかし、要求される高い動特性は、通常の技術で
は大きな摩耗とそれに伴う稼動性の低下を招く。
【０００５】
　特許文献１において、ハイブリッド・リラクタンスモータを備えた複合駆動装置が知ら
れ、その場合、直線駆動装置と回転駆動装置が利用され、その両駆動装置の少なくとも一
方がハイブリッドリラクタンスモータとして形成されている。
【特許文献１】独国特許出願公開第１０２００５０１９１１２号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の課題は、迅速でダイナミックな工具交換のための工具交換装置を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この課題は特許請求の範囲の請求項１に記載の特徴によって解決される。本発明の有利
な実施態様は従属請求項から理解できる。
【０００８】
　本発明に基づく工具交換装置は、往復運動と旋回運動を実施するための往復動・旋回動
アクチュエータを有している。この往復動・旋回動アクチュエータは２個の直接駆動装置
によって駆動でき、その場合、直線運動（往復運動）を発生するための第１直接駆動装置
および回転運動（旋回運動）を発生するための第２直接駆動装置が配置されている。その
往復動・旋回動アクチュエータは、第２直接駆動装置により旋回運動並びに回転運動、即
ち、３６０°以上の回転が実施できるように形成されている。
【０００９】
　第１直接駆動装置は、ソレノイドニリアモータとして、即ち、環状コイルないし円筒コ
イルとも呼ばれるソレノイドを備えたリニアモータとして形成され、第２直接駆動装置は
トルクモータとして形成されている。
【００１０】
　本発明に基づいて、第１直接駆動装置および第２直接駆動装置は反作用部分とも呼ばれ
る共通ロータを有し、そのロータは往復動・旋回動アクチュエータでもある。
【００１１】
　本発明によって、往復運動用のソレノイド・ニリアモータは、旋回運動を実現するため
にトルクモータと組み合わされている。その両アクチュエータは共に、有利に中空軸の形
態に形成されている反作用部分（ロータ）を利用している。往復動軸および旋回軸は互い
に別個に運動できる。両軸における直接駆動装置の採用は、動特性を高め、動力学的故障
強度を高める。
【００１２】
　往復動および旋回運動に対する共通の反作用部分の利用によって、工具交換機の個々の
軸の慣性質量が著しく低減され、同時に機械的強度が高められる。
【００１３】
　ロータないし反作用部分が有利に中空軸の形態に形成されているので、工具把持部（工
具交換グリッパ）および／又は工具の運転に対して必要な媒体が、中空ロータを通して導
かれる空気圧あるいは液圧供給管を介して工具把持部に供給される。その場合特に、往復
動・旋回動アクチュエータの工具把持部とは反対側端に、回転ブッシングが配置され、こ
の回転ブッシングを通して、供給管が外から往復動・旋回動アクチュエータに導入されて
いる。
【００１４】
　往復動・旋回動アクチュエータを呈するロータは、好適には、円周方向並びに軸方向に
一様に分布された歯と溝とを備えたリラクタンスプロフィル（磁気抵抗パターン）を有し



(4) JP 5383135 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

、その場合、ロータはその軸方向全長にわたって一様に構成されている。従って、ロータ
は磁界を発生するための能動的手段が存在せず、ただ磁界を案内するための手段を備えた
反作用部分として例えば鉄や鋼で形成されている。かかる反作用部分は安価に簡単に製造
できる。
【００１５】
　ロータの磁気抵抗パターンにおける溝の中に非磁性材料が有利に、ロータがほぼ平滑な
表面を有するように配置されている。その溝は平らに塞がれ、これにより、ロータないし
往復動・旋回動アクチュエータは空気圧シリンダや液圧シリンダのように支持でき密封で
きる。これによって、往復動・旋回動アクチュエータは同時に、直接駆動装置に対するガ
イド、例えばすべりガイドあるいは玉軸受として用いられる。これによって、伝動装置と
継手の省略によって僅かな機械構成要素しか存在しないために、構造的経費が減少される
。
【００１６】
　各直接駆動装置はそれぞれ固定子構成要素を有し、即ち、第１固定子構成要素と第２固
定子構成要素が存在している。両固定子構成要素は固定子ユニットを形成し、その固定子
ユニットは機械架台に固く結合されている。その代わりに、固定子ユニットがハウジング
を有し、そのハウジングを介して固定子ユニットが機械架台に結合されるようにもできる
。固定子ユニットに直接駆動装置に対する接続配管が接続されているので、その接続配管
は固定子ユニットと一緒に動かされる必要はなく、これによって、工具交換装置の動特性
が一層向上される。
【００１７】
　各固定子構成要素は単相巻線あるいは多相巻線を有している。特に三相電源系統に接続
するためにそれぞれ三相巻線が利用されている。直線運動ないし往復運動を発生するため
に利用される第１直接駆動装置の第１固定子構成要素の巻線は、円筒コイルや環状コイル
とも呼ばれるソレノイドによって形成されている。第２固定子構成要素の巻線は、それ自
体公知の集中巻きあるいは分布巻きによって形成されている。
【００１８】
　本発明の有利な実施態様において、各固定子構成要素に巻線に加えて、永久磁石が配置
されている。これによって、各固定子構成要素は磁界を発生するために２つの能動的手段
を有し、これによって、より高い力密度が得られる。これは、ロータが磁界を発生する手
段を有していないので特に有利である。
【００１９】
　往復動・旋回動アクチュエータには、交換すべき工具の大きさに応じて、力および／又
はトルクについて種々の要件を課すことができる。その力ないしトルクは、有利に、追加
的な他の固定子構成要素の配置によって調整できる。特に複数の固定子構成要素の並列接
続によって、トルクが調整でき、即ち、もう２個の（全部で４個の）固定子構成要素を配
置した場合、トルクが２倍となる。
【００２０】
　直線的な直接駆動装置において、運転中に駆動装置を負荷軽減するために、および運転
故障時における安全のために、空気圧的あるいは液圧的な重量バランスを採用することは
知られている。本発明に基づく工具交換装置の往復動・旋回動アクチュエータは、往復動
・旋回動アクチュエータが空気圧シリンダあるいは液圧シリンダのピストンとして形成さ
れ機能されることによって、その機能について簡単に拡大できる。その場合、シリンダの
圧力室はアキュムレータに直接接続されている。その閉鎖系統の圧力は、重力が相殺され
るような大きさに設定されている。シリンダとアキュムレータにおける系統体積は、ピス
トンロッドの往復運動に基づく体積変化が設定系統圧力に対してほんの僅かな圧力変動し
か引き起こさない大きさに設計されている。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明に基づく工具交換装置は、直接駆動装置が以下のように配置され構成されている
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ので、ダイナミックに迅速に作動し、頑丈であり、ほとんど摩耗を生じない。即ち、
－　摩耗性を有する機械的伝達リンクを必要とせずに、力およびトルクを直接伝達する非
　常にコンパクトな往復動・旋回動モジュールが実現されている。
－　両駆動装置（調整素子）の慣性質量が共通の反作用部分のために非常に僅かである。
　
－　高い機械的固有周波数の中空軸状の反作用部分のために、高い機械的強度と駆動強度
　が得られる。
【００２２】
　工具交換機とも呼ばれる工具交換装置は、マシニングセンター、工作機械あるいは生産
機械において工具を交換するために利用され、あるいは、工具破損監視機能が一体化され
た駆動装置として利用され、並びに、シリンダ状アクチュエータを基礎とする一体形の往
復動・旋回動駆動装置が構造的および駆動技術的に大きな利点を保証する他の類似した工
作機械用途に利用される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下図に示した実施例を参照して本発明の他の特徴および詳細を説明する。個々の実施
例に記載された特徴および関連は基本的にすべての実施例に転用できる。
【実施例１】
【００２４】
　図１は本発明に基づく工具交換装置１の第１実施例を示している。この工具交換装置１
は、工具把持部２と、往復運動および旋回運動を実施するための往復動・旋回動アクチュ
エータ３を有している。この往復動・旋回動アクチュエータ３は２個の直接駆動装置４、
５によって駆動され、その場合、直線運動（往復運動）を発生するための第１直接駆動装
置４および回転運動（旋回運動）を発生するための第２直接駆動装置５が配置されている
。矢印１１は往復動・旋回動アクチュエータ３の運動方向を示している。往復動・旋回動
アクチュエータ３は、これが固有軸線を中心として３６０°を越える回転例えば数回転を
実施できるように形成されている。
【００２５】
　第１直接駆動装置４はソレノイドニリアモータとして、即ち、環状コイルないし円筒コ
イルとも呼ばれるソレノイドを備えたリニアモータとして形成されている。第１直接駆動
装置４はその機能および作用に基づいて縦方向磁束モータとも呼ばれる。
【００２６】
　第２直接駆動装置５はトルクモータとして形成され、その場合、第２直接駆動装置５は
その機能および作用に基づいて横方向磁束モータとも呼ばれる。
【００２７】
　第１直接駆動装置４および第２直接駆動装置５は、往復動・旋回動アクチュエータ３で
あり、反作用部分とも呼ばれる共通ロータを有している。
【００２８】
　往復運動用の第１直接駆動装置４は、旋回運動を実現するための第２直接駆動装置５と
組み合わされている。その場合、両直接駆動装置４、５は共に反作用部分（往復動・旋回
動アクチュエータ３）を利用している。
【００２９】
　往復動・旋回動アクチュエータ３は中空軸の形態に形成されている。これによって、工
具把持部（工具交換グリッパ）および／又は工具の運転に対して必要な媒体が、中空の往
復動・旋回動アクチュエータ３を通して導かれる空気圧あるいは液圧供給管１３を介して
工具把持部２に供給できる。往復動・旋回動アクチュエータ３の工具把持部２とは反対側
端に、回転ブッシング１７が配置され、この回転ブッシング１７を通して、供給管１３が
外から往復動・旋回動アクチュエータ３に導入されている。
【００３０】
　各直接駆動装置４、５は固定子構成要素を有し、即ち、第１固定子構成要素８と第２固
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定子構成要素９が存在している。両固定子構成要素８、９は固定子ユニット１０を形成し
、その固定子ユニット１０は機械架台に固く結合されている。固定子ユニット１０は軸受
１４によって往復動・旋回動アクチュエータ３に支持されている。その軸受１４は例えば
球軸受のような転がり軸受として形成されている。
【００３１】
　直接駆動装置４、５用の接続配管２１が、特に固定子構成要素８、９用の接続配管２１
が固定子ユニット１０に接続されているので、その接続配管２１は固定子ユニット１０と
一緒に動かされる必要はなく、これによって、工具交換装置１の動特性が一層向上される
。
【００３２】
　また、往復動・旋回動アクチュエータ３の両端にそれぞれ、移動する往復動・旋回動ア
クチュエータ３の衝撃をその行程終端領域において受け止める終端ダンパ１５が配置され
ている。
【実施例２】
【００３３】
　図２は、図１の工具交換装置１にほぼ相当する本発明に基づく工具交換装置１の第２実
施例を示している。
【００３４】
　図２において往復動・旋回動アクチュエータ３は、運転中に駆動装置４、５を負荷軽減
するためおよび運転故障時における安全のための空気圧的重量バランスを保証するために
、シリンダパッキン１９付き空気圧シリンダ１６の終端バッファ１８を備えたシリンダピ
ストンとしても形成されている。そのシリンダ１６の圧力室はアキュムレータ２０に直接
接続されている。閉鎖系統の圧力は、重力が相殺されるような大きさに設定されている。
シリンダ１６とアキュムレータ２０における系統体積は、ピストンロッドの往復運動、即
ち、往復動・旋回動アクチュエータ３の往復運動に基づく体積変動が、設定系統圧力に対
してほんの僅かな圧力変動しか引き起こさない大きさに設計されている。
【００３５】
　図３は往復動・旋回動アクチュエータ３の１つの実施形態を示している。その往復動・
旋回動アクチュエータは中空軸状に形成され、その表面に複数の歯６と溝７を有している
。それらの溝７は軸方向および円周方向に延び、これによって、矩形歯６が生じている。
往復動・旋回動アクチュエータ３は、巻線や永久磁石を有していないので、リラクタンス
作用のみを発揮する。
【００３６】
　図４は固定子ユニット１０付きの往復動・旋回動アクチュエータ３の原理的構成を示し
ている。固定子構成要素８、９は軸方向に直に並べて配置されている。これらは往復動・
旋回動アクチュエータ３である共通ロータを駆動し、その共通ロータはその軸方向全長に
わたって同じ構造を有している。これは、第１直接駆動装置（直線駆動装置）４と第２直
接駆動装置（回転駆動装置）５が、実際に全軸方向位置において往復動・旋回動アクチュ
エータ３を共に利用できることを意味する。また、往復動・旋回動アクチュエータ３の全
長を力およびトルクの発生に利用することができる。さらに、大きなストロークにおいて
もコンパクトな構造形状が保証されるように、固定子構成要素８、９が非常に密に結合さ
れることが有利である。
【００３７】
　各固定子構成要素８、９は単相巻線あるいは多相巻線（概略的に図示）を有している。
特に三相電源系統に接続するためにそれぞれ三相巻線が利用されている。直線運動ないし
往復運動を発生するために利用される第１直接駆動装置の第１固定子構成要素８の巻線は
、円筒コイルや環状コイルとも呼ばれるソレノイドによって形成されている。第２固定子
構成要素９の巻線は、それ自体公知の集中巻きあるいは分布巻きによって形成されている
。
【００３８】
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　また、各固定子構成要素８、９に巻線に加えて永久磁石が配置されている。これによっ
て、各固定子構成要素８、９は磁界を発生するために２つの能動的手段を有し、これによ
って、より高い力密度が得られる。これは、往復動・旋回動アクチュエータ３（ロータ）
が磁界を発生するための能動的手段を有していないので特に有利である。これによって、
往復動・旋回動アクチュエータ３は簡単且つ安価に製造できる。
【００３９】
　図５は複数の固定子構成要素８、９を有する往復動・旋回動アクチュエータ３を概略的
に示している。特にそれぞれ２個の第１固定子構成要素８と２個の第２固定子構成要素９
が配置されている。従って、力ないしトルクは、所望の要求に応じて追加的な他の固定子
構成要素８、９の配置によって調整できる。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】本発明に基づく工具交換装置の第１実施例の断面図。
【図２】本発明に基づく工具交換装置の第２実施例の断面図。
【図３】往復動・旋回動アクチュエータ（ロータ）の実施形態の部分斜視図。
【図４】固定子ユニット付き往復動・旋回動アクチュエータ（ロータ）の原理図。
【図５】複数の固定子構成要素付き往復動・旋回動アクチュエータ（ロータ）の原理図。
【符号の説明】
【００４１】
　１　　工具交換装置
　３　　往復動・旋回動アクチュエータ
　４　　第１直接駆動装置
　５　　第２直接駆動装置
　６　　歯
　７　　溝
　８　　第１固定子構成要素
　９　　第２固定子構成要素
１０　　固定子ユニット
１６　　シリンダ
２０　　アキュムレータ
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